
会計別予算規模
（単位：百万円 、％）

31年度 30年度 比較 主な増減理由

当初予算① 当初予算② ①-② ①/②

一般会計      （Ａ） 1,760,845 1,728,881 31,964 101.8

財政調整基金 13,024 20,923 ▲7,899 62.2 一般会計繰出金の減 ▲7,900(20,900→13,000)

県債管理事業 495,752 438,719 57,033 113.0
支払元金の増 61,282（271,486→332,768）
支払利子の減 ▲3,058（29,521→26,463）
積立金の減▲ 1,620（133,960→132,340）

地方消費税清算 600,039 565,398 34,641 106.1
貨物割の増 40,628（262,612→303,240）　　円安・原油価格の上昇
譲渡割の減 ▲2,046（96,535→94,489）
清算金収入の減 ▲3,941（206,251→202,310）

自動車税証紙 10,051 7,585 2,466 132.5 自動車税等の証紙収入増に伴う増

市町村振興資金 2,100 2,100 100.0

278 279 ▲1 99.6
貸付金の増＋76（192→268） 、国庫返還金の減 ▲51(51→0)、
一般会計への返還金の減 ▲26(26→0)

739 749 ▲10 98.7 年金受取人員の減に伴う年金の減 ▲8（417→409）

国民健康保険事業 521,201 540,980 ▲19,779 96.3
国民健康保険給付費等交付金▲12,177(426,616→414,439)
国保財政安定化基金積立金▲1,556(1,563→7)

5,965 4,479 1,486 133.2
国際展示場に係る施設整備費の増 1,885（1,628→3,513）
前倒しで積立てを行ったことによる公債費の減 ▲462（494→32）

360 597 ▲237 60.3
小規模企業者等設備導入資金の貸付残高減に伴う償還の減
▲176（404→228）

432 5,981 ▲5,549 7.2 分譲完了に伴う県債管理基金への繰出の減▲5,497（5,498→1）

73 74 ▲1 98.6 公債費の減 ▲1（22→21）、一般会計繰出金の減 ▲1（11→10）

営林事業 278 282 ▲4 98.6
公債費の増7（95→102）
人件費の減 ▲8（54→46）

41 41 100.0

沿岸漁業改善資金 102 102 100.0

流域下水道事業 35,544 36,484 ▲940 97.4 江戸川第一終末処理場整備費（補助事業）の減 ▲913（7,335→6,422）

港湾整備事業 2,768 2,156 612 128.4
上屋改良事業の増 430（300→730）
荷役機械事業の増 195（213→408）

土地区画整理事業 14,859 15,434 ▲575 96.3
つくばエクスプレス沿線整備事業費の減 ▲272（12,542→12,270）
金田西土地区画整理事業費の減 ▲303（2,892→2,589）

奨学資金 974 725 249 134.3 貸付金の増 249（724→973）

1,704,579 1,643,087 61,492 103.7

収益的支出 75,894 72,198 3,696 105.1
人件費の増 79(5,623→5,702)
委託料の増 1,620(8,537→10,157）
減価償却費等の増 232（29,964→30,196）

資本的支出 61,551 60,235 1,316 102.2
建設事業費の増 2,555（47,589→50,144）
企業債償還金の減 ▲1,239（12,311→11,072）

収益的支出 13,081 13,112 ▲31 99.8
人件費の増 2(1,004→1,006)
委託料の減 ▲80(2,092→2,012）
減価償却費の減 ▲110（6,070→5,960）

資本的支出 7,092 7,501 ▲409 94.5
更新・耐震化事業の増 899（1,491→2,390）
貯水施設費の減 ▲490（1,593→1,103）
企業債償還金の減 ▲309（2,689→2,380）

収益的支出 47,109 45,560 1,549 103.4
材料費の増714(10,315→11,029)
給与費の増549(24,315→24,864)

資本的支出 29,323 7,227 22,096 405.7
建設改良費の増22,544（4,219→26,763）
企業債償還金の減 ▲448（3,008→2,560）

収益的支出 13,590 24,755 ▲11,165 54.9
土地分譲原価の減 ▲8,995 (13,153→4,158)
負担金の減▲1,816(3,414→1,598)

資本的支出 4,555 4,622 ▲67 98.6 負担金の減 ▲67(1,620→1,553)

公営企業会計（Ｃ） 252,194 235,210 16,984 107.2

合計　(A)+(B)+(C) 3,717,617 3,607,179 110,438 103.1

注）表示単位未満四捨五入のため、積み上げが一致しない場合がある。
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